
公        告 

 

島根県庁舎警備業務に係る事業予定者を決定するため、次により提案競技を実施する。 

 

令和６年12月23日 

 

島根県知事 丸 山 達 也    

 

１ 提案競技に付する事項 

 (１) 名称 

   島根県庁舎警備業務 

 (２) 仕様 

   別に定める「島根県庁舎警備業務仕様書」による。 

 (３) 期間 

   契約期間 

    契約日の翌日から令和12年３月31日まで 

   業務期間 

    令和７年４月１日から令和12年３月31日まで 

 (４) 提案価格の上限額 

699,565,000円（消費税及び地方消費税は除く。） 

 

２ 提案競技参加資格に関する事項 

  提案競技に参加する者は、単独企業にあっては次の(１)に掲げる要件のすべてを、共同

企業体にあっては次の(２)に掲げる要件のすべてを、事業協同組合等にあっては次の(３)

に掲げる要件のすべてを満たし、知事の参加資格の確認を受けたものであること。 

 (１) 単独企業の資格要件 

  ア 法人格を有する者であること。 

  イ 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４第１項の規定に該当しない者

であること。 

  ウ 地方自治法施行令第167条の４第２項の各号のいずれかに該当すると認められる事

実があった後３年を経過しない者でないこと。また、その者を代理人、支配人又はそ

の他の使用人として使用する者でないこと。 

  エ 島根県税（個人の県民税及び地方消費税を除く。）について未納の徴収金（納期限

が到来していないものを除く。）がない者であること。 

  オ 消費税及び地方消費税について未納の税額（納期限が到来していないものを除く。）

がない者であること。 

  カ 島根県が実施する入札について指名停止の措置を受け、提出書類（４のア）の提出

期限日においてその措置の期間が満了していない者でないこと。 

  キ 会社更生法（平成14年法律第154号）に基づく更生手続又は民事再生法（平成11年法

律第225号）に基づく再生手続開始の申立てがなされている者（これらの法律に基づき

更生手続又は再生手続開始の申立てがなされている者であっても、手続開始の決定後、

島根県が別に定める手続に基づき入札参加資格の受付がなされている者は除く。）で

ないこと。 



  ク 警察当局から、暴力団員が実質的に経営を支配する業者又はこれに準ずる者として、

島根県発注業務委託等からの排除要請があり、当該状況が継続している者でないこと。 

  ケ 提案競技に参加しようとする者の間に以下の基準のいずれかに該当する関係がない

こと。 

   (ア) 資本関係 

      以下のいずれかに該当する場合。ただし、子会社又は子会社の一方が更正会社

又は再生手続きが存続中の会社である場合は除く。 

      ① 親会社と子会社の関係にある場合 

      ② 親会社を同じくする子会社の関係にある場合 

   (イ) 人的関係 

      以下のいずれかに該当する場合。ただし、①については、会社の一方が更正会

社又は再生手続が存続中の会社である場合は除く。 

      ① 一方の会社の役員が他方の会社の役員を現に兼ねている場合 

      ② 一方の会社の役員が他方の会社の管財人を現に兼ねている場合 

   (ウ) その他適正な入札が阻害されると認められる場合 

  コ 公告の日において、島根県内に営業所を有する者であること。 

サ 庁舎の管理に関する業務及び電気供給業務の契約に係る競争入札参加資格審査要綱

（昭和62年島根県告示第211号。以下「入札参加資格審査要綱」という。）第５条第１

項の規定により、令和７年１月１日から令和９年12月31日までの期間にかかる庁舎の

警備員警備業務の入札参加資格の認定(以下「入札参加資格認定」という。)を受けて

いること。 

  シ 警備業法第２条第１項第１号に規定する業務を行う者であること。 

ス 共同企業体の構成員でないこと。 

セ 提案競技に参加する(３)アにおける事業協同組合等の組合員でないこと。 

 (２) 共同企業体の資格要件 

  ア 共同企業体を構成する企業間で、次の内容を規定した協定が結ばれていること。 

   (ア) 目的 

   (イ) 企業体の名称 

   (ウ) 構成員の住所及び名称 

   (エ) 代表者の名称 

   (オ) 代表者の権限 

   (カ) 構成員の出資の割合 

   (キ) 構成員の責任 

   (ク) 取引金融機関 

   (ケ) 決算 

   (コ) 利益金の配当の割合 

   (サ) 欠損金の負担の割合 

   (シ) 業務履行中における構成員の脱退に対する措置 

   (ス) 業務履行中における構成員の破産又は解散に対する措置 

   (セ) 解散後の瑕疵担保責任 

   (ソ) その他必要な事項 

 

  イ 共同企業体の代表者は、出資比率が最大の構成員とすること。 



ウ 構成員のすべてが(１)のアからシに該当すること。（ケについては、他の提案競技  

参加者に対する関係とする。） 

エ 構成員は、他の共同企業体の構成員でないこと。 

 (３) 事業協同組合等の資格要件 

  ア 中小企業等協同組合法に基づいて設立された事業協同組合等であること。 

イ 事業協同組合等は、⑴のアからスに該当すること。（ケについては、事業協同組合

等の組合員を対象とし、他の提案競技参加者に対する関係とする。） 

 ウ 事業協同組合等の組合員が提案競技に参加していないこと。 

 

３ 提案競技説明手続 

 (１) 提案競技説明書の配布期間及び配布場所 

  ア 配布期間 

    令和６年12月23日(月)から令和７年１月22日(水)までの間（閉庁日を除く。）の午

前９時から午後５時まで（正午から午後１時までの間を除く。） 

  イ 配布場所 

    松江市殿町１番地 島根県庁本庁舎４階 島根県総務部管財課庁舎管理係 

  ウ 配布手続 

    別途示す「守秘義務の遵守に関する誓約書」を提出し、配布場所に設置する提案競

技説明書受領者受付簿に必要事項を記載した者に無償で１部を配布する。 

 (２) 提案競技説明会の開催日時及び場所 

  ア 開催日時 

    令和７年１月９日(木) 午後２時から 

  イ 開催場所 

松江市内中原町52番地 島根県職員会館２階 教養室３  

４ 提出書類の種類及び部数 

提案競技に参加しようとする者は、次に掲げるすべての書類を提出すること。ただし、

必要がある場合は、補足資料の提出を求めることがある。 

  ア 提案競技参加資格確認申請書 １部 

  イ 会社概要書又は経歴書 １部（共同企業体の場合は、構成員すべてについて各１

部） 

  ウ 業態調書 １部（共同企業体の場合は、構成員すべてについて各１部。） 

エ 警備業法（昭和47年法律第117号）第５条に規定する都道府県公安委員会の認定証、

若しくは認定を受けていることを証する書類の写し １部 

オ 当該業務を行う本店等で選任されている警備業法第22条第1項に規定する警備員指

導教育責任者（警備業務区分１号）資格者証の写し  １部 

カ 協定書の写し １部（共同企業体の場合に限る。） 

キ 担当者届（様式第４号） １部 

ク 業務体制フロー図 １部 

ケ 提案書 ９部 

コ 配置予定業務責任者及び副業務責任者届 ９部（保有資格を証する書類の写し及び

業務責任者及び副業務責任者との雇用関係が確認できるもの（健康保険証の写し等））

を添付 

サ 配置予定業務担当者届 ９部（保有資格を証する書類の写し及び業務担当者との雇



用関係が確認できるもの（健康保険証の写し等））を添付 

シ 提案書の電子データ ２部（ＰＤＦ形式及びオリジナル形式のデータ ＣＤ又はＤ

ＶＤディスク） 

ス 施設警備業務実績一覧表 ９部 

セ 見積書  １部 

 

５ 書類の提出方法、提出期限及び提出先 

 (１) 提出方法  

郵送又は持参による。 

 (２) 提出期限 

ア ４のアからクまでの書類については、令和７年１月22日(水)午後５時まで（郵送の

場合は書留とし、同日午後５時までに必着のこと。） 

イ ４のケからセまでの書類については、令和７年２月５日(水)午後５時まで（郵送の

場合は書留とし、同日午後５時までに必着のこと。） 

 (３) 提出先 

    〒690-8501 島根県松江市殿町１番地 島根県総務部管財課庁舎管理係 

    電話 0852-22-5045  

    電子メール kanzai@pref.shimane.lg.jp 

 

６ 提案競技に係る質問書について 

 (１) 質問は、令和７年１月15日(水)午後５時までに質問書を電子メールにより提出する

こと。 

 (２) 提出先 ５の(３)に同じ。 

 (３) 質問に対する回答は、令和７年１月17日(金)までに、提案競技説明書受領者全員に

対し、電子メールにより通知する。 

 

７ 提案競技参加資格確認審査結果の通知 

  提案競技参加資格確認申請者に対し、令和７年１月27日(月)付けで、郵送にて通知する。 

 

８ 選定方法 

 (１) 島根県庁舎警備業務提案競技審査委員会（以下「審査委員会」という｡）において厳

正な審査を行い、事業予定者を選定する。 

 (２) 評価については、以下の点を重点的に審査する。 

  ア 業務の確実性、信頼性 

  イ 施設特性を考慮した業務方針 

  ウ 業務継続のための人材育成、確保 

 (３) 評価及び得点の付与方法は、あらかじめ設定した評価基準に基づき、各評価項目の

評価点を合計する方法により得点を算出する。 

 (４) 提出書類により参加資格等を審査した後、提案書について審査委員会による書面審

査とプレゼンテーション等を実施し、最も優れた提案を選定する。なお、参加者が多

数の場合は、評価基準に基づく書面審査のみにより５者程度を選出し、プレゼンテー

ション等を実施する。 

 (５) プレゼンテーション等の日程については、令和７年２月13日(木)を予定しているが、
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実施日時等については該当者にのみ別途通知する。 

 (６) 審査委員会による選定の結果については、提案競技参加者に別途通知する。 

 (７) 審査経過については、公表しない。また、選定の結果に対しての異議申立ては受け

付けない。 

 

９ 提案の無効に関する事項 

  次のいずれかに該当するときは、その者の提案は無効とする。 

 (１) 提案価格の上限額を超える見積を提示したとき。 

 (２) 参加する資格のない者が提案したとき。 

 (３) 所定の日時及び場所に書類を提出等しないとき。 

 (４) 事実に反する申請又は提案に関する不正行為があったとき。 

 (５) 提案者が当該提案競技に対して２以上の提案をしたとき。 

 (６) 提案者が他人の提案の代理をしたとき。 

 (７) あらかじめ指示した事項に違反したとき及び提案者に求められる義務を履行しなか

ったとき。 

 

10 契約 

 (１) 契約相手方 

    審査委員会が選定した者（以下「契約予定者」という。）と地方自治法施行令第167

条の２第１項第２号の規定により、随意契約を行う。なお、契約予定者が契約辞退し

た場合は、審査委員会で次点とされた者と契約を行う。 

 (２) 契約金額 

    契約予定者から見積書を徴取し、予定価格の範囲内において決定する。 

 (３) 支払方法 

    契約予定者との協議事項とする。 

 (４) 契約保証金 

    島根県会計規則（昭和39年島根県規則第22号）第69条第１項の規定により契約金額

の100分の10以上を納付すること。ただし、同規則第69条の２各号のいずれかに該当す

る場合は、免除する。 

 (５) その他の契約事項 

    契約予定者と協議の上定める。 

 

11 その他の留意事項 

 (１) 提出期限後の問い合わせ、書類の追加及び修正には原則として応じない。 

 (２) 提案競技並びに契約の手続において使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通

貨とする。 

 (３) 提出書類の著作権は、提案者に帰属する。 

 (４) 提出書類は、他の提案者に対して非公開とする。 

 (５) 提出書類は、返却しない。 

 (６) 提出書類の作成及び提出に要する費用並びにヒアリングに要する費用は、提案者の

負担とする。 

 

12 提案競技に関する問合せ先 



  ５の(３)に同じ。 


